
資料５

特別対策の実施及び検討状況について
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保険料の軽減対策①

６月１２日 政府特別対策

１ （２０年度における当面の対策）

・ ７割軽減世帯のうち８月まで年金から支払っている方

については、１０月からは保険料を徴収しないこととす

る。

なお、７割軽減世帯で納付書等で納めていただく方に

ついても、同等の軽減措置を講ずる。（８．５割軽減）

【２０年度における対応】

・ 均等割額が７割軽減されている被保険者について、１０月以降

の保険料を徴収しない（特別徴収、普通徴収とも）ことにより、

実質的に８．５割軽減とする。

・ 対象者に対して保険料額変更通知を送付。

【対象者数：250,931人、影響額：1,651,543,500円】

（平成２０年８月２７日現在）

・ 実施にあたり、所要の条例改正を７月１６日の広域連合議会に

提案し、原案どおり可決された。

・ 保険料額変更通知時に特別軽減措置にかかる見直し内容のチラ

シを同封、また、７月１８日に同内容の新聞広告を掲載。

（別紙１ー１、１－２を参照）
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保険料の軽減対策②

６月１２日 政府特別対策

２ （２０年度における当面の対策）

・ 所得割を負担する方のうち、所得の低い方（具体的に

は年金収入２１０万円程度まで）について、原則一律

５０％軽減とする。(２０年度に実施するかどうかは広

域連合に委ねる)

【２０年度における対応】

・ 所得の低い（年金収入で年額２１１万円以下）方について、所

得割額を５０％軽減する。

・ 対象者に対して保険料額変更通知書を送付。

【対象者数：52,922人（１との重複者9,021人含む。）】

【影響額：664,220,000円】

（平成２０年８月２７日現在）

・ 実施にあたり、所要の条例改正を７月１６日の広域連合議会に

提案し、原案どおり可決された。

・ 保険料額変更通知時に、特別軽減措置にかかる見直し内容のチ

ラシを同封、また、７月１８日に同内容の新聞広告を掲載。

（別紙１ー１、１－２を参照）
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保険料の軽減対策③

６月１２日 政府特別対策

３ （２１年度における対策）

・ 所得の低い方への配慮として、７割軽減世帯のうち、

長寿医療制度の被保険者全員が年金収入８０万円以下の

世帯について、９割軽減とする。

・ 所得割を負担する方のうち、所得の低い方（具体的に

は年金収入２１０万円程度まで）について、所得割を

５０％程度（所得に応じて軽減率を変えることも検討）

軽減する。

※具体的な基準の設定については広域連合に委ねる。

【２１年度における対応】

・ 上記の負担軽減措置は、恒久措置となる予定だが、財源が不明

確（基盤安定制度であれば都道府県３／４・市町村１／４とな

る。）。

・ 所得割の軽減率の具体的な基準の設定は広域連合に委ねること

とされており、２０年度における所得割５０％軽減を変更するか

どうか、現在検討中（例えば１００％、７５％、５０％、２５％

等）。

【必要な手続及び課題】

・ 財源については、２１年度概算要求時には盛り込まれていない

が、予算編成過程で検討されることとなっている。

・ 再度の「後期高齢者医療に関する条例」の改正が必要（国の状

況から、来年２月の広域連合議会定例会への提案を予定。）。
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保険料の軽減対策④

６月１２日 政府特別対策

４ 以上の措置を講じてもなお保険料を支払えない事情があ

る方については、個別の減免も含め、市区町村におけるき

め細かな相談体制を整備する。

【対応】

・ 広域連合において、既に保険料の減免に関する規程を設けてお

り、市町村においても相談する被保険者の実情を適切に把握する

とともに、個別相談に適切に対応する。

・ きめ細かな相談体制の整備について、市町村に改めて依頼して

いる。

・ 市町村における相談体制の整備については、市町村に対し所要

額調査を実施し、国へ報告済。

※ 窓口端末の増設要望 ５２市町村８２台

相談スペースの確保要望 ９市町村

【必要な手続及び課題】

・ 市町村における相談体制の整備に係る費用については、国にお

いて措置される予定だが、交付基準の細部については、現在国で

調整中。
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保険料の普通徴収の拡大について

６月１２日 政府特別対策

５ 年金からの保険料徴収については、以下の場合、申し出

により普通徴収ができることとする。

① 国保の保険料を確実に納付していたもの（本人）が、

口座振替により納付する場合

② 連帯納付義務者（世帯主又は配偶者）がいる者（年金

収入が１８０万円未満）で、その口座により納付する場

合

【対応】

・ ７月２５日付けで特別徴収の対象とならない被保険者の範囲を

拡大するための政令改正が行われた。（別紙２ー１、２－２を参

照）

・ 保険料額変更通知時に、普通徴収の拡大にかかる見直し内容の

チラシを同封、また、７月１８日、３１日に同内容の新聞広告を

掲載。（別紙１ー１、１－２を参照）

・ 具体的な口座振替の手続は、市町村で実施。

【口座振替となった者：16,576人（道調査、８月末時点）】

・ 今後もパンフレット等で周知を図る。
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診療報酬における終末期相談支援料、

後期高齢者診療料について

６月１２日 政府特別対策

６ 診療報酬における終末期相談支援料については、当面凍

結することを含め、取扱いについて中医協で議論を行い、

速やかに必要な措置をとるとともに、検証する。後期高齢

者診療料についても、中医協で速やかに具体的な検証作業

に着手する。

【対応】

・ ７月１日、国において終末期相談支援料の算定の凍結が決定。

終末期相談支援料、後期高齢者診療料ともに、中医協において検

証作業に着手しており、今後も国の動きを見極めていく。
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広域連合及び市区町村の役割等について

６月１２日 政府特別対策

７ 制度についての広域連合及び市区町村の果たすべき役割

と責任分担を明確に規定する。さらに、国、都道府県、広

域連合、市区町村を通じて一層の広報活動を行うととも

に、特に保険料に関する相談対応について、市区町村の役

割を明確にする。

【対応】

・ ７月２５日付けで相談対応について市町村の役割を明確にする

ための政令改正が行われた。（別紙２ー１、２－２を参照）

・ 懇切丁寧な対応について、市町村との連携を密にして対応する。

・ 市町村広報誌などあらゆる機会を通じた広報の実施。

・ 相談対応については市町村に要請するとともに、広域連合とし

ても住民からの電話相談等に対し懇切丁寧に対応することとして

いる。

・ 国から都道府県を通じ、市町村に対しきめ細かな住民説明会の

実施について要請中。

・ 特別対策に関する広報事業については、広域連合として交付基

準額を定め、各市町村に交付予定。予算については、７月１６日

の広域連合議会にて原案どおり可決された。

【必要な手続及び課題】

・ 特別対策に関する広報事業に係る費用については、国において

措置される予定だが、交付基準の細部については、現在国で調整

中。
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医療費助成事業及び人間ドック費用への助成事業について

６月１２日 政府特別対策

８ 長寿医療制度との関連で自治体独自の医療費助成事業や

人間ドック費用への助成事業の在り方について、様々な指

摘がある。これらの事業は、自治体独自の事業であること

から、それぞれの自治体において、その実情も勘案しつ

つ、高齢者の方々に対する十分な情報提供や理解を得るた

めの取組みを含め適切な対応を求める。また、広域連合や

市町村の創意工夫による健康増進への取組みを促進する。

【対応】

・ 広域連合としての健康増進事業への取組みについては、国にお

いて所要の財源措置が講じられたことから、実施する方向で検討

中。（具体的な内容については、資料６にて別途説明）

・ 医療費助成事業については、道が市町村の意見を踏まえ、再検

討した結果、後期高齢者医療制度に加入することを要件とする現

行制度を維持することとなった。

【必要な手続及び課題】

・ 広域連合や市町村が行う健康増進事業の実施に係る費用につい

ては、国において措置される予定だが、交付基準の細部について

は、現在国で調整中。

・ 健康増進事業の実施に伴い、「後期高齢者医療に関する条例」

の改正が必要（１１月の広域連合議会定例会への提案を予定。）。



9

事務事業実施について

６月１２日 政府特別対策

９ 本制度に基づく各種事務事業の実施に当たっては、分か

りやすい説明、見やすい印字などに心がけるべきであり、

例えば、保険証の切替え時期には、印字を大きく変更する

など高齢者の方々に十分配慮すべきである。

【対応】

・ パンフレット、チラシ等の作成に当たっては、配慮する。

・ 被保険者証については、平成２１年８月の一斉更新に向けて

文字の大きさや証の材質について検討していく。

【必要な手続及び課題】

・ 被保険者証の様式変更については、標準システム以外の別仕様

となることから、新たに経費が発生することとなる。
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資格証明書の運用について

６月１２日 政府特別対策

１０ 資格証明書の運用に当たっては、相当な収入があるに

もかかわらず保険料を納めない悪質な者に限って適用す

る。それ以外の方々に対しては、従前通りの運用とし、そ

の方針を徹底する。

【対応】

・ 市町村の意見を踏まえ、「相当な収入」の基準など、広域連合

として統一的な運用基準を検討中。

【必要な手続及び課題】

・ 資格証明書の交付にかかわる要綱の改正を行う。
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被用者保険の被扶養者からの保険料徴収の凍結について

９月９日 与党プロジェクトチームの検討結果

１１ 被用者保険の被扶養者であった方については、制度加

入時から２年間の軽減措置（均等割５割軽減）に加えて、

平成２０年４月から９月の半年間は凍結し、平成２０年

１０月から平成２１年３月の半年間は、均等割を９割軽減

した額としている。

平成２１年４月から平成２２年３月までの１年間におい

ても、同様に９割軽減の措置を継続する。

【対応】

・ 国において必要な財源措置が講じられた場合は、所要の条例改

正を行う（国の状況から、来年２月の広域連合議会定例会への提

案を予定。）。

【必要な手続及び課題】

・ 被保険者が混乱しないよう、速やかで分かりやすい広報の実施

が必要。
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長寿医療制度の施行による加入関係の変化に伴う

問題について①

９月９日 与党プロジェクトチームの検討結果

１２ 「７５歳到達月における自己負担限度額の特例」の創

設について

月の途中で７５歳となり長寿医療制度に移行する場合、

移行前後の医療保険制度においてそれぞれ自己負担限度額

を支払い、限度額が２倍になるという問題が生じうる。こ

れについては、従前と同様の限度額となるよう、７５歳に

到達した月において、移行前後の医療保険制度における自

己負担限度額をそれぞれ本来額の２分の１に設定すること

とし、平成２１年１月から実施する。

【対応】

・ 現在、国において政令改正に係るパブリックコメントを実施中。

（具体的な内容については、別紙３を参照）

【必要な手続及び課題】

・ 標準システムの新たな改修が必要となる。

・ 被保険者が混乱しないよう、速やかで分かりやすい広報の実施

が必要。

・ 平成２０年４月１日に遡り適用される予定となっていることか

ら、広域連合及び市町村の事務処理負担が増加する。
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長寿医療制度の施行による加入関係の変化に伴う

問題について②

９月９日 与党プロジェクトチームの検討結果

１３ 長寿医療制度の創設により新たに現役並み所得になる

方への対応について

長寿医療制度の創設に伴い、一部の方については、世帯

構成及び収入が変わらないにもかかわらず新たに現役並み

所得と判定され、自己負担割合が１割から３割となるとい

う問題がある。これについては、従前と同様１割負担のま

まとすることとし、平成２１年１月から実施する。

【対応】

・ 現在、国において政令改正に係るパブリックコメントを実施中。

（具体的な内容については、別紙４を参照）

なお、本広域連合における対象者数は８月末現在で５０１人。

【必要な手続及び課題】

・ 標準システムの新たな改修が必要となる。

・ １２月中に被保険者証の差し替えが必要となる。

・ 被保険者が混乱しないよう、速やかで分かりやすい広報の実施

が必要。
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その他

特別対策で示された制度の見直しに関し、今後検討することとされ

ている事項は別紙５のとおり。


